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（案） 

海外における日本料理の調理技能の認定のロゴマーク利用許諾要領（平成 28 年６月 14 日付け 28 食産第 1298 号） 

新旧対照表 
（下線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

第１ 趣旨 
海外において日本食・食文化と日本産農林水産物・食品の魅力を

適切かつ効果的に発信するため、海外の外国人日本食料理人の日本
料理に関する知識及び調理技能が一定のレベルに達した者を、民間
団体等が自主的に認定できるよう、農林水産省において「海外にお
ける日本料理の調理技能の認定に関するガイドライン」（平成 28 年
４月１日付け 27 食産第 6094 号農林水産省食料産業局長通知。以下
「ガイドライン」という。）を制定したところです。 

本要領は、ガイドラインの第４に基づき、ガイドライン第３に定
める運用・管理団体及び認定団体が、日本料理の調理技能の認定に
関する普及及び認定証への使用を目的に、日本料理の調理技能の認
定のロゴマーク（農林水産省が策定し商標権を有するもの。以下「マ
ーク」という。）を使用するに際して、その適正な利用を確保する
ため、マークの利用許諾等に関して必要な事項を定めるものです。 

 

第１ 趣旨 
海外において日本食・食文化と日本産農林水産物・食品の魅力を

適切かつ効果的に発信するため、海外の外国人日本食料理人の日本
料理に関する知識及び調理技能が一定のレベルに達した者を、民間
団体等が自主的に認定できるよう、農林水産省において「海外にお
ける日本料理の調理技能の認定に関するガイドライン」（平成 28 年
４月１日付け 27 食産第 6094 号農林水産省食料産業局長通知。以下
「ガイドライン」という。）を制定したところです。 

本要領は、ガイドラインの第４に基づき、ガイドラインに定める
運用・管理団体及び認定団体が、日本料理の調理技能の認定に関す
る普及及び認定証への使用を目的に、日本料理の調理技能の認定の
ロゴマーク（農林水産省が策定し商標権を有するもの。以下「マー
ク」という。）を使用するに際して、その適正な利用を確保するた
め、マークの利用許諾等に関して必要な事項を定めるものです。 

 

第２ マークの利用者等 
１ マークは、ガイドライン第３に定める運用・管理団体及び認定団

体のうち、本要領第５第２項の規定に基づき農林水産省輸出・国際
局海外需要開拓グループ長（以下「海外需要開拓グループ長」とい
う。）から利用の許諾を受けた者（以下「利用者」という。）にお
いて利用することができます。ただし、認定団体が利用できるマー
クは、第５において定める利用申請を行い、利用許諾証を受領した
種類のマークとします。 

２ マークは、ガイドラインに基づく日本料理の調理技能の認定に関
する普及及び認定証への使用を目的とする場合にのみ利用すること
ができます。 

３ マークの利用料は、無料とします。 
 

第２ マークの利用者等 
１ マークは、ガイドラインに定める運用・管理団体及び認定団体に

おいて利用することができます。ただし、認定団体が利用できるマ
ークは、運用・管理団体から認定を受けた日本料理の調理技能の認
定の種類に係るマークとします。 

２ マークは、ガイドラインに基づく日本料理の調理技能の認定に関
する普及及び認定証への使用を目的とする場合にのみ利用すること
ができます。 

３ マークの利用料は、無料とします。 
 

第３、４ （略） 
 

第３、４ （略） 
 

第５ 利用申請及び許諾 
１ マークの利用を希望する運用・管理団体及び認定団体は、様式１

第５ 利用申請及び許諾 
１ マークの利用を希望する運用・管理団体及び認定団体は、様式１
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により利用許諾申請書（以下「申請書」という。）を作成し、海外
需要開拓グループ長に電子メール等により申請するものとします。
申請書の提出に際して、認定団体は、当該認定団体を認定した運用・
管理団体に対し、電子メール等により提出し、運用・管理団体がこ
れを取りまとめた上で、海外需要開拓グループ長に電子メール等に
より申請するものとします。 

２ 海外需要開拓グループ長は、申請内容が本要領に適合すると認め
られるものについてマークの利用を許諾し、様式２による利用許諾
証及び画像データを、運用・管理団体を通じて認定団体に電子メー
ルで送付するものとします。 

３ 海外需要開拓グループ長は、マークの利用に際し必要に応じて条
件を付することができ、またマークの利用者がその条件に違反した
場合には、第９の各号に掲げる措置を講ずることができます。 

 

により利用許諾申請書（以下「申請書」という。）を作成するもの
とします。申請書の提出に際して、認定団体は、当該認定団体を認
定した運用・管理団体に対し、電子メール等により提出し、運用・
管理団体がこれを取りまとめた上で、農林水産省輸出・国際局輸出
企画課長（以下「輸出企画課長」という。）に電子メール等により
提出するものとします。 

２ 輸出企画課長は、申請内容が本要領に適合すると認められるもの
についてマークの利用を許諾し、様式２による利用許諾証及び画像
データを、運用・管理団体を通じて認定団体に電子メールで送付す
るものとします。 

３ 輸出企画課長は、マークの利用に際し必要に応じて条件を付する
ことができ、またマークの利用者がその条件に違反した場合には、
第９の各号に掲げる措置を講ずることができます。 

第６ 利用の廃止 
 １ 利用者がマークの利用をやめようとする又はやめたときには、様

式３による利用廃止届出書を作成し、海外需要開拓グループ長に電
子メール等により届け出るものとします。 

当該届出書の提出に際して、認定団体は、当該認定団体を認定し
た運用・管理団体に対し、電子メール等により提出し、運用・管理
団体がこれを取りまとめた上で、海外需要開拓グループ長宛てに電
子メール等により届け出るものとします。 

 ２ 利用廃止届出書を海外需要開拓グループ長が受領した日をもっ
て、マークの利用許諾の効力が消滅するものとします。 

３ マーク利用許諾の効力が消滅した後も、利用者が行った第７、第
８の各号に定める事項に違反する利用方法について、当省は第９に
定める措置を講ずることができることとします。 

 

第６ 利用の廃止 
利用者がマークの利用をやめようとする又はやめたときには、様

式３による利用廃止届出書を作成し、輸出企画課長宛てに電子メー
ル等により提出するものとします。 

第７ 利用者の義務 
１ 利用者は、ガイドライン及び本要領等を遵守するとともに、本要

領等の趣旨に反した利用をしないよう細心の注意を払う義務を負う
ものとします。また、マークの信用又はイメージを損なうおそれの
ある一切の行為を行わない義務を負うものとします。 

２ 利用者は、第三者がマークの著作権やその他の権利を侵害し、又
は侵害しようとしている事実を発見した場合には、海外需要開拓グ
ループ長に通報する義務を負うものとします。 

３ 利用者は、マークの利用に関係する第三者との係争、審判、訴訟

第７ 利用者の義務 
１ 利用者は、ガイドライン及び本要領等を遵守するとともに、本要

領等の趣旨に反した利用をしないよう細心の注意を払う義務を負う
ものとします。また、マークの信用又はイメージを損なうおそれの
ある一切の行為を行わない義務を負うものとします。 

２ 利用者は、第三者がマークの著作権やその他の権利を侵害し、又
は侵害しようとしている事実を発見した場合には、輸出企画課長に
通報する義務を負うものとします。 

３ 利用者は、マークの利用に関係する第三者との係争、審判、訴訟



 - 3 - 

等（以下「係争等」という。）に係る対応については、海外需要開
拓グループ長と協議して決定するものとし、係争等に要した費用（合
理的な弁護士費用及び訴訟費用等を含む。）は、利用者が負担する
ものとします。 

４ 利用者は、マークの利用に関係して第三者に損害を与えた場合に
は、当該損害について全責任を負い、農林水産省に影響を及ぼさな
いよう処理するものとします。 

５ 利用者は、海外需要開拓グループ長から要請がある場合は、マー
クの利用実態について報告するものとします。 

 

等（以下「係争等」という。）に係る対応については、輸出企画課
長と協議して決定するものとし、係争等に要した費用（合理的な弁
護士費用及び訴訟費用等を含む。）は、利用者が負担するものとし
ます。 

４ 利用者は、マークの利用に関係して第三者に損害を与えた場合に
は、当該損害について全責任を負い、農林水産省に影響を及ぼさな
いよう処理するものとします。 

５ 利用者は、輸出企画課長から要請がある場合は、マークの利用実
態について報告するものとします。 

 

第８ （略） 
 

第８ （略） 
 

第９ マークの不適切な利用等に当たっての措置 
海外需要開拓グループ長は、本要領を遵守せず不正にロゴマーク

を利用した者に対し、次の必要な措置を講ずることとします。 
 １ 警告 
 ２ ロゴマークの不正利用者が第５で利用許諾を受けた利用者である

場合、利用許諾の取消し及び当該利用者名の公表 
 ３ ロゴマークの不正利用者が、第５で利用許諾を受けた利用者以外

または第６の規定に基づき利用許諾の効力が消滅した者である場
合、当該不正利用者名等の公表 

４ 法的措置  
 

第９ マークの不適切な利用等に当たっての措置 
輸出企画課長は、利用者が本要領を遵守せず不正に利用したとき

は、次の必要な措置を講ずることとします。 
 １ 警告 
 ２ 利用許諾の取消し 
 ３ 団体名の公表 

４ 法的措置  
 

第 10 本要領に基づくマークの利用許諾のお問い合わせ先 
   〒100-8950 東京都千代田区霞が関 1-2-1 

農林水産省輸出・国際局海外需要開拓グループ 
電話 03-6744-0481 
 

第 10 本要領に基づくマークの利用許諾のお問い合わせ先 
   〒100-8950 東京都千代田区霞が関 1-2-1 

農林水産省輸出・国際局輸出企画課 
電話 03-6744-0481 

第 11 （略） 
 

第 11 （略） 
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以下（略） 以下（略） 

 


